
 

2022年 7月、臨時総会にて家族会「こころの窓の仲間を支える会」が今年度末の解散を決議されました。

わが子の来し方行く末に思いを馳せつつ、会員高齢化という現実に迫られた苦渋の選択であったことは想像

に難くありません。私どもの果たすべき役割に一層の重みが増したことを自覚いたします。 

 皆さまには日々の支援はもとより、ホーム拡大やショートステイ創設など重要な局面で大きなお力添えを

頂戴し心より感謝しております。いくばくかはご期待に沿うことができているでしょうか。ただ、やはりご

家族の存在に勝る「くらしのしあわせ」はないのだろうと思います。今後は会に代わり私どもが利用者・家

族・法人の三位について繋がりのあり方を模索しますので末永くお付き合いください。 理事長 田中研吾 
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8月 

 “より輝いて ともに生きる” 

2022 年 

-２０２２年８月現在- 



 

予  算 (A) 決  算 (B) 差 異 (A)-(B)

8,718,000 10,100,596 △1,382,596

605,642,895 612,887,016 △7,244,121

27,000 27,000 0

1,450,000 1,493,000 △43,000

106 196 △90

4,406,191 4,257,991 148,200

620,244,192 628,765,799 △8,521,607

469,868,281 465,751,734 4,116,547

77,989,672 77,204,424 785,248

51,062,460 54,958,769 △3,896,309

7,338,000 9,656,777 △2,318,777

483,033 503,122 △20,089

4,001,000 5,447,107 △1,446,107

610,742,446 613,521,933 △2,779,487

9,501,746 15,243,866 △5,742,120

0 0 0

0 0 0

9,762,000 9,782,000 △20,000

3,367,600 3,367,600 0

13,129,600 13,149,600 △20,000

△13,129,600 △13,149,600 20,000

6,860,220 7,034,640 △174,420

6,860,220 7,034,640 △174,420

△6,860,220 △7,034,640 174,420

△10,488,074 △4,940,374 △5,547,700

258,192,253 258,192,253 0

247,704,179 253,251,879 △5,547,700

第2号の1

当年度決算 (A) 前年度決算 (B) 増減 (A)-(B)

10,100,596 9,102,851 997,745

612,887,016 628,955,746 △16,068,730

1,493,000 2,216,340 △723,340

0 23,148,457 △23,148,457

624,480,612 663,423,394 △38,942,782

473,556,859 434,578,321 38,978,538

77,204,424 78,867,582 △1,663,158

54,958,769 30,687,106 24,271,663

9,656,777 8,890,053 766,724

34,488,713 33,908,634 580,079

△16,758,602 △16,895,074 136,472

0 45,084,009 △45,084,009

633,106,940 615,120,631 17,986,309

△8,626,328 48,302,763 △56,929,091

27,000 37,000 △10,000

196 511 △315

4,626,098 4,227,564 398,534

4,653,294 4,265,075 388,219

503,122 570,801 △67,679

5,601,391 4,925,474 675,917

6,104,513 5,496,275 608,238

△1,451,219 △1,231,200 △220,019

△10,077,547 47,071,563 △57,149,110

0 4,025,000 △4,025,000

116,334 3,501,397 △3,385,063

116,334 7,526,397 △7,410,063

2 333,797 △333,795

0 4,025,000 △4,025,000

2 4,358,797 △4,358,795

116,332 3,167,600 △3,051,268

△9,961,215 50,239,163 △60,200,378

357,187,034 306,947,871 50,239,163

347,225,819 357,187,034 △9,961,215

【　2021年度　　決算報告書　】
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　　　　　　       　　事業活動計算書

  国庫補助金等特別積立金取崩額

  前期末支払資金残高(12)

  施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

支

出

支
出

  積立資産支出

  障害福祉サービス等事業収益

  施設整備等支出計(5)

  固定資産取得支出

　引当金繰入

  特別増減差額(10)=(8)-(9)

  施設整備等収入計(4)

　引当金戻入

  経常経費寄附金収益

  就労支援事業費用

  事務費

  サービス活動収益計(1)

勘        定        科       目

収
益

  次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

繰

越

差

額

  特別収益計(8)

特

別

増
減

の
部

　その他の特別収益

  前期繰越活動増減差額(12)

  特別費用計(9)

そ
の
他

  当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)

施
設

整
備

収
支

収
入

  施設整備等補助金収入

  減価償却費

  その他の活動支出計(8)

  就労支援事業収益

  事業費

  人件費

収

益

　固定資産処分損

　国庫補助金等特別積立金額

  サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

  設備資金借入金元金償還支出

  施設整備等補助金収益

  サービス活動費用計(2)

　利用者等外給食費 

  サービス活動外収益計(4)

　借入金利息費用

  事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

  支払利息支出

  利用者等外給食費支出

  事業活動支出計(2)

費
用

　利用者等外給食費収益 

　借入金利息補助金収益

　受取利息配当金収益

  当期末支払資金残高(11)+(12)

  借入金利息補助金収入

  当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

  経常増減差額(7)=(3)+(6)

  サービス活動外費用計(5)

サ
ー
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ス

活
動
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減
の
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費

用

  就労支援事業支出

収

益

サ
ー

ビ
ス

活
動

外
増

減

の
部

  サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

                      資金収支計算書 第1号の1

勘        定        科       目

(自)令和3年4月1日    (至)令和4年3月31日

  受取利息配当金収入

  その他の収入

  事業費支出

  事務費支出

(自)令和3年4月1日    (至)令和4年3月31日

  その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

収

入

  就労支援事業収入

  事業活動収入計(1)

  人件費支出

  経常経費寄附金収入

  障害福祉サービス等事業収入



  

第3号の1
令和4年3月31日 現在

当年度末 前年度末 増減 当年度末 前年度末 増減

  １流動資産 254,136,055 259,063,653 △4,927,598   １流動負債 26,349,676 26,983,400 △633,724

    現金預金 166,152,173 147,501,233 18,650,940

      現    金 239,986 30,084 209,902 1年以内返済予定借入金 9,264,000 9,782,000 △518,000

      預    金 165,912,187 147,471,149 18,441,038     事業未払費用 884,176 856,500 27,676

    未 収 金 85,944,867 109,714,010 △23,769,143     職員預り金 0 0 0

    立 替 金 0 0 0     前 受 金 0 14,900 △14,900

    前 払 金 2,039,015 1,788,410 250,605     賞与引当金 16,201,500 16,330,000 △128,500

    仮 払 金 0 60,000 △60,000   ２固定負債 110,876,525 115,427,009 △4,550,484

  ２固定資産 591,301,677 618,293,004 △26,991,327     設備資金借入金 77,409,000 86,673,000 △9,264,000

 (１)基本財産 512,382,531 536,287,119 △23,904,588     退職給付引当金 33,467,525 28,754,009 4,713,516

      土    地 148,455,917 148,455,917 0     その他の固定負債 0 0 0

      建    物 363,926,614 387,831,202 △23,904,588   負債の部合計 137,226,201 142,410,409 △5,184,208
 (２)その他固定資産 78,919,146 82,005,885 △3,086,739

建物 1 1 0   １基 本 金 119,884,017 119,884,017 0

構築物 21,031,558 22,308,969 △1,277,411   ２国庫補助金等特別積立金 241,101,695 257,875,197 △16,773,502

車輌運搬具 11,504,228 12,198,923 △694,695   その他の積立金 0 0 0

器具及び備品 15,851,387 21,095,808 △5,244,421     修繕積立金 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0   ４次期繰越活動増減差額 347,225,819 357,187,034 △9,961,215

権利 519,600 534,500 △14,900     次期繰越増減差額 347,225,819 357,187,034 △9,961,215

ソフトウェア 0 0 0 （うち当期増減差額） △9,961,215 357,187,034 △367,148,249

退職給付引当資産 30,012,372 25,867,684 4,144,688   純資産の部合計 708,211,531 734,946,248 △26,734,717

0

0

  資産の部合計 845,437,732 877,356,657 △31,918,925   負債､純資産合計 845,437,732 877,356,657 △31,918,925

別紙４
令和4年3月31日 現在

Ⅰ　資産の部

　　１　流動資産 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

現 金 預 金 166,152,173

事 業 未 収 金 85,944,867

前 払 金 2,039,015

254,136,055

　　２　固定資産

　　　（１）基本財産

土 地 148,455,917 148,455,917

建 物 629,106,625 265,180,011 363,926,614

512,382,531

　　　（２）その他の固定資産

建 物 1,338,389 1,338,388 1

構 築 物 25,574,600 4,543,042 21,031,558

車 両 運 搬 具 37,969,439 26,465,211 11,504,228

器具及び備品 73,804,581 57,953,194 15,851,387

権 利 519,600

退 職 共 済 30,012,372

78,919,146

591,301,677

845,437,732

Ⅱ　負債の部

　　１　流動負債

１年以内返済予定借入金 9,264,000

未払い金 884,176

賞与引当金 16,201,500

26,349,676

　　２　固定負債

設備資金借入金 77,409,000

退職給与引当金 33,467,525

110,876,525

137,226,201

708,211,531

【　2021年度　　決算報告書　】

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

差引純資産

資産の部 負債の部

       貸借対照表

       財 産 目 録

貸借対照表科目

流動資産合計

基本財産合計

その他の固定資産合計

固定資産合計

資産合計

  純資産の部



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■新型コロナ感染症在宅ケア継続支援事業の参画 

堺市の施策「新型コロナウイルス感染症在宅ケ

ア継続支援事業」での「在宅が困難な場合におけ

る自宅以外でのケア継続事業」について、市の要

請があれば「ショートステイあかね」を介護場所

とする協定を継続締結した。 

2021年度に実際の運用事案は生じなかった。 

■堺市障害福祉サービス等事業者に対するサービ

ス継続支援補助金の受領 

新型コロナによる、いわゆる「かかり増し経

費」について堺市の補助制度が設けられ、2回に

わたり申請を行い、それぞれ主に新型コロナ検査

費用 146,000円、クラスター対応費用

986,000 円の交付を受けた。 

■堺市高齢者・障害者・児童・母子・保護施設に

係る施設内療養支援金支給事業の申請 

コロナ陽性利用者に対するホーム内での介護に

ついて、標記療養支援金として 2事業所分計 60

万円を申請した。（2022年度に受領済） 

■雇用調整助成金（休業等）および緊急雇用安定

助成金の支給申請 

第 6波では多くのスタッフが休業する事態とな

り、事業所閉鎖のため収入が激減する中での休業

補償によるかかり増し人件費は法人に大きな負担

となることから、コロナ特例措置による雇用調整

助成金および緊急雇用安定助成金について、それ

ぞれ 3,247,953円、123,666円を申請した。

（2022年度受領済） 

■「青い鳥」大規模修繕工事の実施 

法人本部施設「青い鳥」の外壁、本部施設屋上

陸屋根、2階ルーフテラス、2階ベランダ、外部鉄

骨階段にかかる修繕工事について下半期に実施し

た。総事業費は計 14,003,000円とであった。 

■既存ホームの防災強化 

ホーム火災に対する備えとして、セコム株式会

社と「火災監視サービス」契約を締結した。機器

が異常を検知すると警備員が駆けつけ対処する。 

■「青い鳥」1Fのリノベーション工事の実施 

視覚刺激や聴覚刺激を減じるため、個室化、小

部屋化のリノベーションを実施した。事業費総額

は 5,780,926 円であった。 

■「青い鳥」見守りカメラの設置 

安全見守りと事故発生時の検証に 15台の見守

りカメラを設置した（うち 1台はショートステ

イ）。総事業費は 1,098,108円であった。 

 

2021 年度の主な事業報告 

理事会の開催 および 決議報告 ほか 

◆ 2022年 3月 25日 評議員会 可決議案 

第 1号議案 2022年度 事業計画（案） 

第 2号議案 2022年度 収支予算（案） 

第 3号議案 2021年度 第二次補正予算（案） 

・新型コロナ感染クラスター発生による損失を見込

んだ補正予 算（案）  

◆ 2022年 5月 19日 理事会 可決議案 

第１号議案 2021年度 事業報告 

第２号議案 2021年度 会計報告 社会福祉充

実残額 報告 

第 3号議案 監事監査報告 

第 4号議案 経理規程改正（案） 

・小口現金について、グループホーム 2事業を対

象に加える改正（案） 

第 5号議案 令和 4年度共同募金配分金受領の件 

・青い鳥送迎車の更改に標記助成を受領する案件 

第 6号議案 令和 4年度共同募金配分金事業実施

計画の件 

・第 5号議案案件についての資金計画及び指名競

争入札による購入店決定方式への承認案件 

第 7号議案 定時評議員会招集について（日時、

場所、議題、議案） 

報告事項 

・職務執行状況報告 

・法令遵守責任者 評価・改善報告 

◆ 2022年 6月 12日 評議員会 可決議案 

第１号議案 2021年度 事業報告 

第２号議案 2021年度 会計報告 社会福祉充

実残額 報告 

第 3号議案 監事監査報告 

第 4号議案 経理規程改正（案） 

第 5号議案 令和 4年度共同募金配分金受領の件 

第 6号議案 令和 4年度共同募金配分金事業実施

計画の件 

◆ 2022年 7月 27日 理事会 可決議案 

第 1号議案 令和 4年度共同募金配分金事業によ

る「青い鳥」送迎用車両 1台（更

改）の購入店決定の件 

・指名競争入札による送迎車両購入店決定の確認 

■「青い鳥」事業の再構築 （2023年度に向けて 

―法人設立 20周年事業― ）  

事業計画において、「青い鳥」は 2年以内の、従

来の青い鳥、高齢・重度重複障がい対応事業所、

製菓製造販売店舗の 3事業所分割再編を謳った。 

しかし、事業所分散による影響を再考する中、

高齢化等の課題については、既存の本部敷地や建

物のあり方を大きく見直し、必要なリノベーショ

ンと合理的な再配置を施すことで、新規事業所の

開設をせずとも、現運営体制の利点を十分に残し

ながら課題により良く対応できる見込みを得た。 

今後、再構築案を策定し具現化を進めていく。

ｌ 


